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論文内容の要旨
近年の会計制度改革は、本稿で検討した二つの課題、即ち、商法計算書類への、時価評価の導入及び税効果会計の
採用、に要約されると考えられる。両者によって計算書類は異質な財務表に変貌を遂げようとしているのである。時
価評価会計と税効果会計を全面的に導入した計算書類は、もはや実績計算書類ではなく、予測(又は見積)財務表な
のである。
しかし、複式簿記上の誘導法と原価主義を基盤とする実績計算書類の軽視は、会計の放棄につながる。本稿におけ
る根本的主張のーである。本稿では、わが国商法の生成期以来の伝統的な財産評価問題の回帰的考察と共に新たな視
点からの再検討も行った。即ち、わが国の商法上は、明治 32 (1899) 年の新商法以来、株式会社会計にあっては、
正規の簿記の諸原則の一内容をなす誘導法と貸借対照表評価上の原価主義が予定されていることを論じた。ただし一
般商人に対しては誘導法を強し、るものではなく、最低限度の法的要請として財産目録法と時価評価主義を許容した。
一方、財産目録に関しては、債権者保護の要請上、その評価は時価によるべきこととした。
もう一つの会計制度改革で、ある税効果会計については、繰延税金資産の貸借対照表能力と繰延税金負債の負債性に
まず疑問がある。
前者に関しては、会計上すでに資産性が無いとして費用化した金額の一部を、税法上の損金不算入を理由に改めて
資産計上をした計算技術上の項目である擬制資産が配当可能利益を構成する点である。さらに、税効果会計には将来
における十分な課税所得の継続的稼得が前提にされているが、そこには将来予測に対する不確実性が内在する。予測
の合理性の担保は、会計及び監査の実務上も極めて困難である。他方、繰延税金の負債性にも疑義があり、これはむ
しろ引当金で、あって、本稿での検討では利益留保に他ならないと結論づけている。
以上要するに、近年の会計改革における二本柱は、本稿においては何れも、否定されざるを得なかったのである。
論文審査の結果の要旨
本論文は、最近における企業会計の急速な動き、とくに国際基準との整合性に向けた動向を、二つの主要論点であ
る資産の時価評価および税効果会計の問題を考察の対象として、批判的に検討したものである。前半は、資産評価に
? ?
関し、商法の歴史的考察を踏まえ、明治 23 年の新商法以来、株式会社会計にあっては、正規の簿記の諸原則のー内
容をなす誘導法と貸借対照表上の原価主義が予定されていることを論じ、また後半は、アメリカにおける税効果会計
の詳細な検討に基づき、会計理論上税効果会計の問題点を指摘する。
いずれも、最近の会計動向を鋭く批判的に検討した意欲的な論文であり、博士論文として十分の内容と価値を有す
るものと認められる。
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